
１．統一地方選挙に向けた展開

４月以降、新型コロナの感染者が激増したが、
台湾当局は中国が実行しているゼロコロナ政策と
は一線を画しコロナとの共存路線に転換したこと
で、与野党とともに自粛気味であった政治活動も
再開し、11月末の次期統一地方選挙に向けた候補
者選びが進展した。

４月15日には、選挙事務の主管機関の中央選挙
委員会が、次期統一地方選と３月に立法院で可決
した選挙権など公民権を18歳以上に引き下げる憲
法改正案の複決となる住民投票を11月26日に行う
と公表した。規定によると憲法改正にかかる公告
は３月末から６ヶ月行い、その後、３ヶ月以内に
投票しなければならず、選挙事務予算を節約する
などの理由から、統一地方選挙との同時投票を決
定した。

国民党は、民進党は2021年に実施した住民投票
に関しては全国規模で実施される選挙との同時投
票に反対したが、今回の憲法改正案の複決と全国
規模の選挙との同時投票を支持するのは、党利党
略であるとして対応を批判した。一方、民進党は

様々なイシューの是非を問う住民投票と憲法改正
の複決は性質が異なっているとして、同時投票を
支持した。憲法改正案の可決には、有効有権者過
半数の約965万票の賛成が必要であり、本案につ
いては超党派の支持が見込めるとはいえ、2020年
の総統選挙で蔡総統が得票した817万票を100万票
も上回る必要あり、困難度は高いとの指摘もされ
ている。

次期統一地方選挙に向けた民進党、国民党の動
向につき紹介する。

⑴　民進党の動向
民進党は2016年、2020年の国政選挙では総統、

立法院選挙と完勝したが、蔡英文政権１期目に実
施された2018年の統一地方選挙は、年金・労働な
ど諸改革が国民の反発を受けたことに加え、高雄
市長に当選した韓国瑜氏が席捲する「韓流」ブー
ムが爆発し、国民党が15県市で勝利したが、民進
党は、大票田の台北市、新北市のほか、台中市で
も現職が苦杯を喫するなど、６県市のポスト獲得
にとどまり、蔡総統は兼任していた党主席を辞任
し、一時期は再選が危ぶまれるまで低迷したのは

【概要】
11月の次期統一地方選挙に向けた与野党の動きが活発化した。民進党、国民党ともに党主席主導によ
る候補者選出が進んでいる。ウクライナ情勢を受けて台湾海峡の平和と安定が国際社会で注目される中、
米議会関係者の訪台、新たな台米経済貿易対話の枠組みが立ち上げられるなど台米関係が進展した。自民
党青年局のメンバーが訪台し、台湾要人と会談した。台湾日本関係交流協会の新会長に蘇嘉全前総統府秘
書長が就任した。安倍元総理の逝去に対し、台湾各界から同人の日台関係発展に対する貢献が讃えられた。
５月には、オミクロン変異種を中心とした新型コロナ感染者が激増し、最多時には単日で９万人以上を
記録したが、昨年のような厳しい規制措置はとらず「減災」を目標とする共存路線への転換を図り、７月
上旬時点で状況は緩和している。
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記憶に新しい。民進党は、前回の選挙で失ったポ
ストを奪回し、その勢いを2024年の国政選挙に繋
げたい目論みがある。

統一地方選挙の候補選出に関しては昨年11月に
全国党員代表大会で採択された規定では、22ある
県市のうち、６都市の直轄市長候補は調整を経て
の党主席による「徵召」という党中央の招聘によ
る指名で決定する。その他の県市は二期８年の任
期が満了する（台湾の地方首長は３選できない）
基隆市、新竹市、屏東県は、当初党内予備選を実
施するとしていたが、その後、基隆と新竹につい
ては直轄市と同様に主席による指名となった。

その他の県市長は、民進党執政の県市は主席に
よる指名、非執政県市は先に党内調整を行い、最
終的に主席の指名により決定することとなった。
言い換えるなら、蔡主席を中心とした党中央主導
による候補者の選出ということになった。

党内予備選が唯一実施された屏東県長候補は、
現職立法委員の３名、周春米、莊瑞雄、鍾佳濱に
よって争われた。民進党はかつても、現職県市長
や立法委員が党内予備選で激突した例がある。
2010年の選挙は旧台南県市、旧高雄県市などが合
併し、現在の台南市、高雄市となる直轄市昇格後
の初の選挙であったことから、高雄市長の党内予
備選で、以前は「姉弟関係」とまで称されるほど
緊密な関係であった陳菊旧高雄市長と楊秋興旧高
雄県長が激突し、陳菊氏が予備選で勝利したが、
楊氏は離党し無所属で本選挙に出馬したが、本選
では陳菊氏が勝利している。

総統候補選出を含む最近の民進党の党内予備選
は、以前実施された党員投票は行わず世論調査だ
けで決定している。今回の屏東県長の党内予備選
は、候補者がそれぞれ推薦した世論調査会社３社
による民進党３候補と国民党候補（想定含む）と
の支持率比較で行なわれ、３者の中で支持率の最
も高かった候補が党公認候補に選出される。

予備選期間中には、有線テレビで３候補による
政見発表会が開催され本選のような盛り上がりを
みせた。４月上旬に実施された世論調査の結果
は、比例区選出で選挙経験に乏しいとも指摘され
た周春米候補が勝利した。周女史の勝因について
は、潘孟安現県長の強い支持が指摘された。屏東

県は民進党が強い地域であり、周候補の本選での
勝利は有力視されている。

４月28日、民進党は中央執行委員会を開催し、
屏東県、雲林県、南投県、台中市、苗栗県、宜蘭
県の６県市の候補を決定した。苗栗県、南投県は
困難区であり、2005年以降の選挙はいずれも国民
党が勝利している。宜蘭県、雲林県は前回の選挙
では国民党が勝利しているが、支持基盤は与野党
伯仲しており、民進党は奪回可能な地域とみなし
ている。直轄市の台中市は、現職の盧秀燕市長の
支持度が高いが、重点市とみなされ、候補には複
数の現職立法委員の名があがり、水面下で激しい
攻防が展開されたが、最終的に有力派閥新潮流系
に属し、立法委員を五回連続で当選中、2016年か
ら立法院副院長を務める蔡其昌氏が選出された。

台湾の選挙を見ていて感じるのは、現職を優先
しない「公平競争」が貫かれている。2020年の総
統選挙の際には、蔡総統は再選に向けて自らが行
政院長に指名した頼清徳氏と予備選を戦ったのは
記憶に新しい。立法委員選挙に関しても、2020年
の選挙では台南市、桃園市、嘉義市でも現職委員
が予備選で新人に敗退し再選の夢を絶たれてい
る。今回の直轄市議予備選挙でも台南、高雄で現
職が新人に敗退した例があった。

1986年建党の民進党は台湾においては決して若
い政党ではないが、人材の新陳代謝を心掛けてい
る。今回の党内予備選では、35歳以下の青年、公
職選挙への初挑戦者、外国籍からの帰化者などに
世論調査の点数が10-20％加点されるなど、「新人」
が選挙に出る敷居を低くしており、30代の候補者
が積極的に出馬しているように思えた。

６月に入るとコロナ感染の抑え込みもあり、「選
挙対策委員会」主導の候補選出作業は進展し、６
月22日に党中央執行委員会を開催し、現在いずれ
も執政市である桃園市長に現新竹市長の林智堅、
新竹市長には同市副市長の沈慧虹、基隆市長には
蔡適応立法委員を選出した。

注目の「首都」台北市と最大人口を抱える新北
市候補の選出は混沌としている。台北市長は新型
コロナ対策の陣頭指揮を執ってきた陳時中・衛生
福利部長が、蔡総統の本命の人選として有力視さ
れてきたが、５月以降に台湾での感染者が急増し
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たことで、現在の職務を辞して選挙戦に入ること
は「敵前逃亡した」との誹りを受けかねないため、
決定が延期されている。一方で、民進党の有力派
閥「正国会」の事実上のリーダーとされる林佳龍・
前台中市長は、台北市長選挙出馬に意欲を見せ、
独自に施政構想を発表するなど虎視眈眈と機会を
狙っている。さらには、2016年から４年間、蔡総
統の「副手」を務めた陳建仁・前副総統が、2022
年初頭に民進党に入党したことで、台北か新北な
どの直轄市長か2024年の総統選挙に出馬するので
はないかとの見方も出ている。

新北市長は、施政満足度も高い侯友宜市長との
厳しい戦いが予想されており、新北市長候補には、
現職立法委員などの名は複数挙がっているが、７
月上旬現在、理想的な候補は出現していいないが、
遅くとも７月中には候補を決める見通しである。

追記：９日の台湾各紙は、関係者の話として蔡
総統ら党執行部は、林佳龍前台中市長に対する新
北市長選挙出馬要請の説得を重ね、８日午後に林
氏が出馬要請を受け入れたと報じた。また、同時
に陳時中氏の台北市長候補への氏名も確定し、近
日中に正式決定され、難産ながらも台北、新北市
長の両候補が出揃うこととなった。

⑵　国民党の動向
昨年９月に二度目の党主席に就任した朱立倫に

とって、統一地方選挙は国民党が次期国政選挙で
政権奪回するために負けられない選挙である。し
かし、政党支持率では民進党の支持率から10％以
上離されており、一部の調査では第三政党の民衆
党に肉薄されている。国民党は、前回の選挙は勝
ちすぎの感があり、前回獲得した15ポスト減は必
至であるところ、国民党執政の新北、台中を死守
し、台北市と桃園市の奪回を目論む戦いとなりそ
うである。

国民党の候補者選出も首長に関しては予備選を
行わず党中央による「徵召」の方式がとられた。
予備選を行わない理由については、立法委員、台
東県長を歴任した黄健庭秘書長が自身のフェイス
ブックで４月末に見解を説明している。その主張
を要約すれば、「予備選は万能薬ではない、敵対
陣営の介入を招き、調査結果が歪曲される」、「予

備選の実施で党内の亀裂が深まり、団結に悪影響
が出る」「民進党もやむを得ない場合に限り、予
備選を実施している」とのことである。この説明
は、2020年の総統選挙の予備選の際に韓國瑜、郭
台銘、朱立倫らが激しく争い、本選挙では事実上
分裂選挙となり大敗した苦い記憶があるので予備
選を回避し、「選挙での勝利が目標である」と主
張し支持者に理解を求めた。しかし、その後の選
出過程は後述するように「桃園之乱」、「苗栗之乱」
と連日台湾各紙の紙面を賑わす混乱を生じること
になった。県市議に関しては、予備選は実施され
たが、現職は予備選を免除され、新人候補が限ら
れたポストをめぐって争った。

桃園市長は朱主席が直轄市に昇格する前の旧桃
園県長を二期務め、同人の桃園への思い入れは強
いようである。党内では桃園選出の立法委員複数
名が出馬に意欲を示したほか、馬政権時代に総統
府報道官を務め、2018年から台北市議を務める羅
智強氏が４月上旬に桃園市長選挙への出馬宣言を
行った。羅市議は当初、朱主席の説得に応じて出
馬の取りやめも取り沙汰されたが、兼務していた
国民党副秘書長を辞任しただけでなく、５月上旬
には台北市議まで辞職し、本籍を桃園に移し、本
格的に出馬に向けた動きを見せたことで混迷は深
まった。この段階では、党中央は桃園市選出の立
法委員の中から独自に実施した世論調査の結果を
踏まえて候補を選出するものと予測されたが、５
月18日に開催された中央常務委員会では、現職の
花蓮県長、台東県長の再選支持を決定したほか、
桃園市長候補には、馬政権末期に行政院副院長、
院長を歴任した張善政氏を指名した。この決定に
対し、出馬を目指し活動していた羅市議、呂玉玲
立法委員らは「驚愕」と表現し、中央常務委員を
兼務する邱奕勝・桃園市議会議長は「党中央は事
前に我々との意思疎通をしなかった」として激怒
し、国民党のLINEグループから脱退するなど不
満と抗議を示した。朱主席は「私は誰よりも国民
党候補が桃園で勝利することを希望している」と
強調し団結を求めた。また、決定の直前に馬前総
統、韓前高雄市長には同人事の決定について報告
し、了解と支持を得ていたことも報じられた。

その後21日には、主席、秘書長ら党首脳が会合
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を開き、桃園市長候補指名に関する意見交換を行
い、指名の過程で生じた混乱を謝罪するとともに、
党が団結し勝利に向かっていくことを望むと理解
を求める声明をだし、党員及び支持者に訴えると
ころがあった。
「桃園之乱」の紛糾が収まらない中でも他県市

の候補選出は進み、25日に台北市長に蔣萬安立法
委員、基隆市長に謝國樑前立法委員、南投県長に
は許淑華立法委員を指名した。蒋委員は、「蒋家」
の血を引き継ぐ蒋経国の孫にあたる。父親は李登
輝政権下で総統府秘書長、外交部長などを務めた
蒋孝厳氏。蒋委員本人も台湾大学卒、米国法学博
士、弁護士出身、見栄えも良く、絵に描いたよう
なエリートとして政界入りし、国民党の中で将来
が嘱望されている未来のスターであり、低迷する
国民党の救世主となれるか注目されている。

しかし、「桃園之乱」が収束する間もなく、国
民党が過去の選挙で絶対的優勢を誇ってきた苗栗
県長候補をめぐって、混乱が生じた。党中央は、
当初は現職立法委員の徐志栄を擁立しようとした
が、本人に拒絶された。地元の有力者は鍾東錦・
県会議長を推し、党中央に対し予備選の実施を促
すなど対立が深まり、ついに「苗栗之乱」と報じ
られることとなった。

朱立倫主席は、６月上旬に党幹部を率いて訪米
したが、この間も桃園之乱は継続し、羅前市議、
呂委員などは、朱立倫の党運営を批判し続けた。

朱主席は外遊から帰国後も、他県市候補の選出
を急ぎ22日に新竹市長に林耕仁・新竹市議、29日
に高雄市長候補に柯志恩前立法委員、苗栗県長候
補は、代替候補として同県の元水利署関係者を擁
立する決定を下したが、７月上旬には蔣根煌・新
北市議長が全国の国民党籍県市正副議長と連携
し、党中央に対し鍾東錦苗栗県議長の苗栗県長選
挙への出馬を支持するなど党中央の独善的な候補
者選びに地方は反発を強めている。

地方の反発の背景には、国民党中央の財政難の
ため地方党部を養い能力がなく、組織の運営は地
方関係者に丸投げされていることが指摘され、こ
の求心力低下が党運営、選挙に向けて大きなダメ
ージとなることは確実であり、如何に立て直すか
が急務である。

２．台米関係の進展

⑴　米議会関係者の台湾訪問
ロシアのウクライナ侵攻により国際社会は、中

国の軍事的脅威に直面し同盟国を持たない台湾と
の比較を論じる機会が増え、軍事的協力関係にあ
る米国の対応が注目されたが、３月の元米軍高官
やポンペオ前国務長官など非公式関係者の訪問が
相次いだ。

４月中旬にグラム議員（共和党）率いる超党派
の「重量級」議員訪問団が訪台し、蔡総統、呉外
交部長ら要人と会談を行った。蔡総統は、米議会
の超党派の台湾に対する堅い支持への感謝を述べ
るとともに、台湾は米国が新しいインド太平洋戦
略において積極的な役割を果たすことを期待し、
ともにインド太平洋の地域の平和と安定を維持
し、当該地域の経済貿易交流と協力を促し、更な
る繁栄をもたらすことを望むと期待を示した。グ
ラム議員は、「台湾を見棄てる事は自由を見棄て
る事に等しい、米国は自由を放棄すること永遠に
ない」と台湾に対する承諾事項を必ず履行すると
発言したほか、メネンデス上院外交委員長（民主
党）は、「全世界が台湾に注目している。台湾で
ネガティブなことが発生することは許さない」と
述べるなど、中国の台湾への武力行使において、
台湾関係法に基づき支援することを惜しまないと
のメッセージを残した。一方で、先のポンペオ発
言のように、台湾への外交承認について記者から
の質問に議員団は「今回の訪台は台湾への支持を
体現するものであり、一つの中国政策を修正する
ものではない」との指摘がなされ、聯合報はコラ
ムで、台米関係が進展中といっても「中華人民共
和国が中国の唯一の合法政府であり、台湾はその
一部である」という国際上の現実は微動だにして
いないとして、過度な楽観論に疑義を呈した。実
際、４月末にはグラム議員らは、蔡総統との会談
の際に、80億ドル規模の米製ボーイング787の24
機の大量購入の大型商談を迫っていた事実が暴露
され、米国の台湾への支持は経済利益も絡んだ複
雑な事情があることも明るみになっている。

５月下旬には、「イラク戦争の英雄」ダックワ
ース上院議員が来台した。同議員は2021年６月に
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韓国から空軍機で電撃的な訪問を果たし、台湾要
人と会談し、ワクチンなど医療支援を表明し、台
湾からは「恵みの雨」と感謝されたが、１年内に
二度目の訪問を果たした。

蔡総統との会談で同議員は「台湾を孤軍奮闘さ
せることはしない」と強調するなど、ウクライナ
情勢で動揺する台湾、国際社会に対して、米国の
台湾海峡の平和と安定へのコミットメントを強調
した。昨年採択された「台湾パートナーシップ法
案」に続き、2022年版台湾「2022年台湾の安全保
障強化法案」を超党派で議会に提出するよう推進
しており、台湾の安全保障にコミットしていく意
思を強調した。蔡総統からは、米台関係強化を歓
迎するとともに米国が主導する新たな経済協力枠
組みであるインド太平洋経済枠組み（IPEF）へ
の台湾加盟を強く望んでいるとして、支持を求め
たほか、安保面では昨年のパートナーシップ方案
に基づき、米政府は米州兵と台湾軍の協力を積極
的に検討しているとして経済、安保面での協力深
化に期待を示した。

５月にバイデン大統領が訪日し、日米首脳会談
を行い、同23日の日米共同声明では、ロシアに対
して一致した厳しい姿勢で臨むことを確認すると
ともに、台湾海峡の平和と安定の重要性に言及し
た。これらの声明に対し、台湾外交部は、長年の
台湾への支持に対し歓迎と感謝の意を表した。台
湾海峡の平和と安全が国際社会の注目を集めてお
り、引き続き自主防衛能力の向上を推進するとし
た。そして、日米など理念の近い国々との協力関
係を強化し、ともにルールに基づく国際秩序を守
り、インド太平洋地域の平和と安定、繁栄を促し
ていくと指摘した。

一方で台湾各紙が一面トップで競って報道した
のは、バイデン大統領が記者会見で中国の台湾へ
の武力行使に対して米軍が軍事介入するともとれ
る発言をしたことであった。その後、米政府から
は既存の台湾政策に変更はないとトーンダウンし
たが、台湾では「戦略的曖昧性からの転換か」と
幅広く議論されることになった。

バイデンは日本においてQUAD4国のほか、韓
国、インドネシア、タイなど13国が参加する新た
な経済協力枠組みであるIPEFの発足を宣言した

が、台湾が含まれなかったことに台湾外交部は「遺
憾である」との反応を示したが、多国間の協力枠
組みへの台湾の加入は、中国の関係諸国への圧力
などもあり、容易でないことが予測されたが、米
国は二国間関係の強化で台湾をサプライチェーン
の再編の中で強く組み込もうととする意図がある
ように見える。

2020年以降の米中対立とコロナ禍におけるサプ
ライチェーンの分断の経験を経て、米国を中心と
したサプライチェーンの再編の動きはバイデン政
権で加速している。

６月１日に鄧振中政務委員（経済貿易担当閣僚）
とサラ・ビアンキ米USTR次席代表がオンライン
会談を行い、「台米21世紀貿易イニシアチブ（U.
S.-Taiwan Initiative on 21st Century Trade）」
発足の宣言と６月末に第１回会合が開催されると
公表した。

同イニシアチブは、デジタル貿易、貿易の円滑
化、法規制の原則、中小企業の貿易支援、環境保
護、規格、非市場経済政策など計11項目から構成
されている。台湾は米国が主導する新たな経済協
力枠組みであるIPEFへの加盟国にはなれなかっ
たが、同イニシアチブでの台米間の連携を深め、
IPEFへの参加を目指していくものと思われる。
鄧政務委員は、「私はこのような交渉枠組みの設
置を30年待っていた」と述べ、この交渉メカニズ
ムを利用して米国との更なる緊密な関係を確立す
ることへの期待を述べた。呉外交部長は、この協
力枠組みは高度な戦略的意義を備えているだけで
なく、台湾が加盟を目指しているCPTPP、IPEF
交渉にも有利であるとの見方を示した。

米時間の27日に同イニシアチブの第１回会合が
ワシントンの米通商代表部で開催された。当初出
席予定であった鄧委員はメキシコ訪問中にコロナ
感染が確認されたためオンライン方式で参加した
ほか、蕭美琴駐米代表が参加し、米側はサラ・ビ
アンキ次席代表らが出席した。第１回目の会合で
は、同イニシアチブの全体の枠組み、今後の日程
などにつき意見交換し有意義な会合で会ったとの
評価がなされた。

米国は秋に中間選挙を控えており、米国の専門
家からは、中間選挙前の段階で米国が本気で外国
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と貿易交渉をするとは思えないとの指摘もなされ
た。しかし、経済、軍事に不可欠な技術と製造能
力を有する台湾との関係を米国が不可欠な要素と
認識していることは間違いなく、台湾側には相互
依存関係を深める契機とみなし、同枠組みを有効
に活用したいと考えている。

⑵　朱立倫国民党主席の訪米
朱立倫国民党主席が、副主席、同党駐米代表、

立法委員らと６月上旬に12日間の訪米を行った。
台湾の政党要人訪問は、総統選挙の前年に自身の
対外方針などにつき米政府関係者と意思疎通をは
かることが通例となっている。民進党は2008年以
降の総統候補は、謝長廷氏が2007年、蔡英文も
2011年、15年に訪米している。国民党も馬英九氏
が2007年、朱主席自身も2015年に訪米している。

今回の訪米は、ニューヨーク、ワシントン、ロ
サンジェルス、サンフランシスコの四都市を訪問
し、華僑団体との会合、米シンクタンク及び政府
関係者との意見交換、党駐米代表事務所の再設置
を通じて、「国民党は戻ってきた」ことを示し、
米各界との意思疎通を強化し、国民党は台湾海峡
のリスクを低減させ、自由民主と台湾海峡の平和
と安定を追求する立場を米側に伝えることにある
と説明された。

同主席一行は、四都市での日程をこなし、帰国
前に現地で記者会見を開催した。今回の訪米の重
要な目標は、国民党が米国に戻ってきたことを報
告し、「我々は台湾を愛し、中華民国を防衛する
政党であり、自由や民主を全ての民主国家ととも
に永遠に守り抜く。また両岸の平和と交流、台湾
の安全を確保させる」と主張した。さらに、民進
党による「国民党は親中反米、台湾を愛していな
い」という誤ったイメージを払拭できたと強調し
た。

今回の訪米は、総統候補としての訪問ではなか
ったこともあり、会見した米政府関係者のレベル
も高くなかったとの指摘がされた。また、米シン
クタンクにおける講演で、米側が関心を寄せる国
民党の中国に対する態度で、中国が中台間の対話
再開の前提条件としている一つの中国を体現する

「92年コンセンサス」に言及せず、メディアによ

る質疑応答で「求同存異」（大同につき、小異を
残す）、「コンセンサスの無いコンセンサスである」
と苦しい弁明に追われた。「米国にも気に入られ
たいが、中国も怒らせたくない」配慮が垣間見え
たことで、党内の対中融和派からも疑義が呈せら
れた。

３．日台関係

⑴　自民党青年局関係者の訪台
５月３日から４日間の日程で、小倉將信自民党

青年局長率いる同党訪問団が訪台し、李登輝元総
統の墓参り、外交部長の招宴、総統副総統との会
談などを行った。

３日の呉外交部長との会談では、今回の訪問団
は新型コロナ発生後初めての日本の国会議員訪問
団であるとし、ロシアのウクライナ侵攻と中国の
台湾海峡における頻繁な軍事行動は権威主義国家
がインド太平洋地域の脅威となっていると述べ
た。また、日本が国際社会において台湾海峡の平
和と安定性の重要を強調したことに感謝するとと
もに、引き続きWHAへのオブザーバー参加と
CPTPP加盟への支持をすることに期待すると述
べた。小倉局長は、自民党青年局は台湾がWHO
への参与及びCPTPP加盟に対し全力で支持する
とともに、日台青少年交流の推進、日台国会議員
の対話の促進を通じて日台相互理解と友誼を増進
させたい旨述べるところがあった。

５日には、同訪問団は総統府を訪問し、蔡総統
及び頼副総統と会見した。蔡総統は冒頭のあいさ
つで、日本政府、国会関係者の台湾の国際社会へ
の参与につき公開支持していることに感謝の念を
述るとともに、昨年加盟申請したCPTPPに関し
て、台湾国内の関連法規の改正を進めているとし
て、日本の支持を求めた。また、ここ数年日台間
の各領域での交流は緊密になり、国民レベルの友
情も深まっている。特にコロナ禍においては、日
本政府による420万本のワクチン贈与があり、台
湾からもマスクなど防疫物資を提供するなど、国
際間の相互支援の「善の循環」をつくりだしてい
ると評価するところがあった。
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⑵　台湾日本関係協会会長の交代
５月27日、台湾日本関係協会は理監事聯席会議

と会員大会を開催し、邱義仁会長の辞任と蘇嘉全
前総統府秘書長を新会長に推挙する案を採択し
た。邱会長は、蔡政権発足後の2016年５月に同会
長に就任し、在任中に福島食品問題の解決に尽力
し、今年二月に輸入規制が解禁され、段階的な任
務が終了したことでの辞任と報じられた。

蘇嘉全新会長は、南部屏東県出身の66歳。立法
委員、屏東県長を務めた後、陳水扁政権下で内政
部長、農業委員会主任委員など要職を歴任、野党
時代には党秘書長も務め蔡主席を支えた。2016年
の民進党政権復帰後は、立法院長を１期４年務め
た後、2020年５月からは総統府秘書長に転じたが、
直後に甥の蘇震清立法委員の汚職嫌疑（一審で有
罪判決）が起こり、施政に悪影響を与える事を考
慮し、８月には辞任を余儀なくされた。今回の同
人の公職への就任は２年ぶりで、台湾紙は「蘇嘉
全復出（戻ってきた）」と報じられた。

６月末、蘇新会長は訪日し、日本台湾交流協会
の大橋会長を表敬訪問したほか、超党派の国会議
員連盟である日華議員懇談会の古屋圭司会長らと
会見した。また、６月に中国から突如として禁止
薬物の検出を理由に禁輸措置が採られた台湾産ハ
タの輸出問題に関し、蘇新会長は自身の故郷であ
る屏東県で広く生産されていることから、ハタの
対日輸出の実現に関心を寄せ、駐日代表処関係者
と会議を開催して対策を検討したとも報じられた。

⑶　安倍元総理の銃撃、死亡に対する台湾の反応
７月８日昼に安倍元総理が選挙活動中に銃撃さ

れるというニュースが台湾で流れると、蔡総統は
自身のフェイスブックで、台湾を代表し暴力行為
を厳しく批判し、安倍元総理が危険を脱すること
を願うとの書き込みがなされた。同日夕刻に、安
倍元総理逝去の一報が入ると、総統府はプレスリ
リースを発出し、報道官が安倍元総理は国際社会
においても重要なリーダーであり、台湾にとって
最も重要な友人であると述べた。蔡総統は逝去の
報を知った直後に深い悲しみにくれ、台湾政府と
国民を代表して哀悼の意を表明した。その上で、
日台双方は、引き続き手を携え、国際社会に向け

て日台間に存在する「善の循環」は暴力に屈せず、
とどまることはないことを証明するとの決意を示
した。

蔡総統は11日午前に日本台湾交流協会台北事務
所に設置された特別会場に弔問のため訪れ、献花
をした後に談話を発表した。蔡総統は、安倍元総
理の遺族に哀悼の意を表するとともに、同人の日
台関係に対する貢献に感謝の意を述べ、日台がと
もに協力し、友好関係を深め自由で開かれたイン
ド太平洋を創造していくとの決意を述べた。また、
一般開放された特設会場には、13日の時点で記帳
者が４千人を超えるなど、台湾住民の安倍元総理
の逝去に対する悲しみと同人への感謝の気持ちが
体現された。

11日には、頼清徳副総統が訪日し、安倍元総理
の自宅を訪れ弔問したほか通夜にも焼香で訪れ、
翌12日の葬儀にも参列した。台湾副総統の訪日
は、1985年の李登輝副総統（当時）以来であるが、
日台政府筋は、「私人の訪問である」としてコメ
ントをしていない。しかし、中国政府は政治利用
であるとして日本政府への抗議を行った。

４．新型コロナへの対応

４月中旬以降、オミクロン株の感染者及び死亡
者が増加し、４月末に単日で１万人、５月中旬に
５万人、５月末には最高９万人以上の感染者と連
日100人以上の死亡が記録された。しかし、感染
者の99.5％以上が無症状及び軽症であり、医療資
源も耐えうるということで、2021年に実施した半
ロックダウンのような厳しい規制は行わず、コロ
ナとの共存路線を歩む選択をした。同時期に、上
海で厳しいロックダウン措置を採ったのとは対照
的な対応であった。

筆者の周辺では大学こそ、５月中旬以降の講義
は学期末までオンライン方式に切り替わった。一
方、５月以降は6-11歳を対象とした児童へのワク
チン接種が始まり、並行して中高生への３回目の
ワクチン接種が実施された。そのため、高校以下
の学校の多くは、４月末から１ヶ月ほどオンライ
ン授業に一時的に移行したが、６月上旬以降は多
くの学校で対面式の通常の授業に戻った。

ポストコロナを見据え、６月中旬からは台湾入
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国者の隔離期間を14日間から３＋４日間（３日間
の在宅隔離と４日間の自主健康管理）に短縮し、
７月７日には、国内観光促進案が15日から実施さ
れるのと呼応したかのように海外からの入国者の

上限を現行の１週間で2.5万人から４万人へと拡
大し、７月上旬の段階では日常生活への復帰を見
据えた動きが加速しつつある。

日本台湾交流協会台北事務所前に市民有志が設置したメッセージボード（筆者撮影）
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